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2016年12⽉以後の新展開の核⼼部分

1. 東北⼤学本調査委員会（四ツ柳隆夫委員⻑）、不正認定せ
ず（2021年12⽉16⽇）

2. 2017年3⽉、⽇本⾦属学会 追認（[単純な]「過失」）
3. 2019年3⽉、⽇本⾦属学会 追認取消、論⽂「撤回」（科

学論⽂に不適切な過失）
4. 2020年3⽉、⽇本⾦属学会 論⽂賞授賞（2000年）記録の

取り消し
5. 東北⼤学⾦属材料研究所教授会による｢不適切｣認定（2021

年3⽉）
6. 齋藤⽂良・⽮野雅⽂名誉教授の記者会⾒（2021.6.15)



齋藤・⽮野東北⼤名
誉教授の記者会⾒
（2021年6⽉15⽇）

1. 小谷元子理事に面会（6月14日）
2. 本調査委員会議事録を見て驚いた
3. 本調査委員会は6人（委員長：四ツ

柳隆夫東北大名誉教授）でうち3人
が井上論文には｢問題あり｣（不正
判定）

4. 議事運営は意図的で、委員長が大
学の結論に沿って議論をリード（問
われているのは｢元総長に忖度す
る大学の姿勢｣）



東北⼤は動かず
動かないのは、総長+理事そして部局長

部局長はなぜ動かないのか？
1. 一事不再理。しかし、日本金属学会編集委員会は東北大学

調査委員会の｢不正を確認できず」という結論を追認した
2017年の学会編集委員会声明を2019年3月に破棄した。一
事不再理は学術論文の内容には適用されない。

2. 前任者が取り込まれた

3. 総長・理事への忖度（背景には総
長裁量経費・傾斜配分予算）



総⻑裁量経費とは何か︖
•学長（総長）裁量経費： 学長リーダーシップに財政的基盤を
与える経費として1989 年度に創設

•法人化後は使い勝手の良い経費として、多くの大学で大幅に
増加財源は，①運営費交付金のうち一般経費の5%、②大学
への寄付金・科学研究費補助金等の競争的資金及び受託研
究等経費に係る間接経費、③知財収入の一定割合など

•使途は，教育研究改革・改善経費，教育基盤設備充実経費，
教育研究環境整備経費などとされる（使途に特に制約なし）．



東北⼤学総⻑裁量経費規程（法⼈化発⾜時に制定）
第2条 総長裁量経費は、国立大学法人東北大学(以下「本学」という。)の教育研

究活動の活性化、管理運営の円滑化を図り、全学的な視点から本学の一層
の発展に資するために総長が用いる経費として設けるものである。

第3条 本学の総長裁量経費は、次の順序に従って編成し、決定する。

一 総長裁量経費の予算案の編成は、総長が行う。

二 総長裁量経費の財源は、次に掲げるものとする。
イ 本学が受け入れる寄附金のうち次に掲げるものを除き、その5パーセントに相当する額（細

目省略）
ロ 科学研究費補助金等の競争的資金及び受託研究等経費に係る間接経費の別に定める割

合に相当する額（注：間接経費の50％）
ハ 運営費交付金のうちから、総長裁量経費として充当する額（注：教員人件費の5％、ほか）
ニ （特許関連の関係者への支払い残額）

三 総長裁量経費予算は、役員会及び経営協議会の意見を聴いて総長が決定
する。

第3条⼆のロ、ハは東北⼤学に独⾃的な規程



京都⼤や岩⼿⼤の総⻑(学⻑)裁量経費は
1年間で3億円前後

東北⼤の総⻑裁量経費は「国⽴⼤学最⼤規模」
と豪語（東北⼤の⽂科省宛て報告書）



岩⼿⼤学の学⻑裁量経費
2017年(平
成29年度)、
2018年(平
成30年度)
は同額で、
2.61億円

「平成30事業年度に係る業務の実績に関する報告書
令和元年6⽉ 岩⼿⼤学」より抜粋



京⼤の総⻑裁量経費（2017年度)

「2017(平成29)事業年度 事業報告書
国⽴⼤学法⼈京都⼤学」より抜粋 総計：2.52億円



京⼤の総⻑裁量経費(2018年度)

2018(平成30)年度は
3.03億円

「2018(平成30)事業年度 事業報告書
国⽴⼤学法⼈京都⼤学」より抜粋



東北⼤学の総⻑裁量経費は
「国⽴⼤学最⼤規模」

「令和元（2019）事業年度に係る業務の実績及び第3期中期⽬標
期間（平成28〜令和元事業年度(2016-2019)）に係る業務の実績
に関する報告書/<<指定国⽴⼤学法⼈>>/令和2(20209)年7⽉/国
⽴⼤学法⼈東北⼤学」(⽂科省HPからダウンロード、⼀部抜粋）



⽂科省報告数値は部局⻑連絡会議報告数値から乖離

令和元(2019)年度の総⻑裁量経費の⽂科省へ
の報告数値「国⽴⼤学最⼤規模（平成30年
度：約66億円、令和元年度：約76億円)」と部
局⻑連絡会議(2020年7⽉21⽇)報告の決算値
（左:予算=収⼊;右:⽀出）は、⼤きく異なる。
乖離の理由は不明。
しかし､東北⼤の総⻑裁量経費が他⼤学に⽐し
巨額であるのは明⽩。

予算（収⼊）:42.6億;決算（⽀出）:28.5億
差引額（繰越⾦）:14.1億(2019(令和元)年度)



総⻑裁量経費原資（14、21年
は予算書、他は決算書から,単
位億円、百万以下切捨捨て）

08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

運営費交付⾦ 6.2 6.1 6.0 6.0 7.3 8.6 8.5 14.3 14.3 14.2 11.4 13.5 15.3 19.7
既定分 5.7 5.7 5.7 9.4 9.4 11.5 13.3 17.7

法⼈運営活性化⽀援分 2.7 2.7 2.7 2.7 0.0 0.0
学⻑リーダーシップ経費 3.8 3.8

学⻑裁量経費 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0
外部資⾦ 32.9 32.3 27.6 27.8 28.4 30.9 28.4 29.3 25.7 25.9 27.8 31.8 38.7 38.9

寄付⾦事業 1.4 1.5 1.1 1.2 1.2 1.0 1.0 1.0
間接経費等 26.7 27.3 24.0 24.2 26.1 30.1 36.5 37.1

科学研究費等補助⾦ 12.0 11.0 10.5 10.1 9.9 9.9 9.4 9.7
受託研究等 14.6 16.2 13.4 14.0 16.1 20.2 27.0 27.3

技術移転等収⼊ 0.2 0.4 0.5 0.5 0.4 0.6 1.1 0.8
前年度繰越⾦ 13.1 14.0 9.5 12.3 30.2 20.1 22.5 14.8 16.6 18.9 12.5 14.8 14.3 15.61
建物整備計画部局返済額 8.2 5.1 5.1 1.9 2.0 0.9 1.2 0.8 0.4 0.2 0.2
教員⼈件費中央管理分 13.1 12.9 18.1 15.6 8.6 7.6 5.8 4.3 1.8 3.4 2.6 2.2

⼩計 52.2 60.9 61.5 64.3 86.1 77.3 69.1 67.5 63.3 63.9 53.8 63.8 71.0 76.5
全学的基盤経費への充当額 (マイ
ナス計上） 7.2 7.7 7.6 8.4 8.8 10.0 11.0 14.7 15.4 14.8 15.4 16.1 15.2 15.7
職員⼈件費予算への充当額 (マイ
ナス計上） 6.3 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0

合計 44.9 53.1 53.9 55.8 77.3 67.3 58.1 46.5 42.8 44.1 33.3 42.6 50.8 55.8

⾥⾒前総⻑(2012.4-2019.3)井上元総⻑（2006.11-2012.3) ⼤野現総⻑(2019〜）



巨額の総⻑裁量経費が⽣まれた理由と注意すべき事柄
井上元総⻑時代平均予算年額：51.8億円；⾥⾒前総⻑時代：58.0億

円；⼤野現総⻑時代：45.6億円→Total:51.9億円
⼀橋⼤の運営費交付⾦：59.6億円（2017年、全国50位）
岩⼿⼤の運営費交付⾦：69.1億円（同上、全国45位）
宮教⼤の運営費交付⾦：27.1億円（同上、全国77位）

 なぜ巨額なのか？
1.科研費、及び受託研究費の間接経費増加が最⼤要因
2.⽂科省から「法⼈運営活性化⽀援分」（2014〜2017）「学⻑リー

ダーシップ経費」（2015，2016）「学⻑裁量経費」（2015〜）が追
加され、なくなると減額分を運営費交付⾦から抜いたため

注意すべき事柄
1.多額の前年度繰越⾦が毎年存在。理由不明
2.「建物整備計画部局返済額」という「異質」な費⽬



運営費交付⾦ランキング（2017年）



総⻑(学⻑)裁量経費の使途と広報
総長(学長)裁量経費が3億円前後の岩手大や京都
大の使途は研究教育支出が中心。京都大は採択結
果を学報で公開
岩手大は、広報はしていないが、教員数が少ない
ことから、誰がどの程度助成を受けたか学内ですぐ
わかる
東北大は総長裁量経費を文科省への事業報告で
概要公表（しかし不正確）。学内サイトで予算、決算
は報告するがURLを知る研究者は僅少。採択基準・
継続基準など非公表



京⼤広報による総⻑裁量経費採択の公知
(学外ダウンロード可能)



総⻑裁量経費⽀出（14、21年は予算書、他は決算書から,単位
億円、百万以下切捨） 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

1)教育 0.8 1.8 2.9 3.5 4.3 4.8 6.5 7.8 7.5 7.4 7.1 9.8 11.9 10.1
2)研究 2.6 2.1 1.9 1.1 1.8 1.5 3.9 3.0 5.2 6.7 3.3 6.8 9.0 8.4
3)震災復興 18年決算以降 3)社会との共創 0.8 2.3 1.9 0.4 1.8 2.3 3.8 3.9

4)産学連携 18年決算以降 3)の①産学共創 0.3 0.3 0.9 1.2 1.2 1.5 3.6 3.8

5)社会連携 18年決算以降 3)の②社会連携 0.8 0.7 0.5 0.5 0.40 0.3 0.6 0.9 0.7 0.7 0.6 0.8 0.2 0.1

6-1)キャンパス環境 18年決算以降 4)経営⾰新 8.4 5.1 5.5 2.1 7.0 5.1 1.9 6.7 1.6 5.7 8.2 10.0 9.1 8.0

6-2)営繕事業 18年決算以降 4)の①⼤学経営 5.0 3.9 3.6 6.2 5.2 11.3 2.7 5.6 2.8 3.8 5.2 6.8 7.9 4.3

7)⼤学経営 18年決算以降 4)の②営繕事業 3.7 1.6 1.0 5.2 2.7 3.6 2.8 3.0 5.6 2.9 3.2 1.1 3.6
⼀般⽀出計 17.9 17.5 16.3 14.8 24.2 25.8 20.6 29.7 23.8 31.8 20.5 28.5 33.9 30.5

学内財源を活⽤した新たな整備⼿法による建物整備計画 12.9 26.0 10.1 8.7 20.4 8.4
尚志プログラム(仮称)実施経費

東北⼤学学内重点戦略プロジェクト⽀援経費 15.2

東北⼤学災害復興・地域再⽣重点研究事業構想 1.9 1.2 1.0
東北⼤学グローバルビジョン(⾥⾒ビジョン・部局ビ
ジョン) 3.5
厚⽣補導施設等充実経費 0.1 0.7 0.2 10.2
震災復旧に係る勤勉⼿当成績優秀者分 10.6 5.6

⽀出合計 30.8 43.6 41.6 25.5 57.2 44.7 30.9 29.7 23.8 31.8 20.5 28.5 33.9 30.5
収⼊-⽀出 14.0 9.5 12.3 30.2 20.1 22.5 27.2 16.7 18.9 12.2 12.8 14.1 16.8 25.3

注：⽀出費⽬3)〜7)は2018年決算以後廃⽌されたり(震災復興、キャンパス環境)名称や位置付けが変わる。



東北⼤の総⻑裁量経費の使途は多彩
毎年巨額の繰越⾦

東北⼤の総⻑裁量経費予算の⽀出費⽬は教育・研究に限定さ
れない

他にも「震災復興」（2018年決算以後「社会との共創」）
「産学連携」「社会連携」「営繕」「⼤学経営」「キャンパ
ス環境」「学内財源を活⽤した新たな整備⼿法による建物整
備計画」など、多岐にわたる

↓
総⻑裁量経費の相当部分が、⼤学のインフラ整備の財源化
毎年の収⼊(予算総額)と⽀出の間に⼤きな差（前年度繰越⾦原資）が

ある



2019年度東北⼤学総⻑裁量経費要求及び配分実態(単位:億円、百万円以下切捨)

事業区分 応募数 応募額 採択数 配分額(決算) 理事・副学⻑
担当件数

理事・副学⻑
担当案件配分額

1）教育 44 30.2 16 9.8 7 4.5
2）研究 28 10.9 16 6.2 11 1.5
3）産学共創 7 4.0 6 1.5 4 0.9
4）社会連携 25 1.5 14 0.8 9 0.4
5）⼤学経営 45 21.7 25 6.8 19 5.44
6）営繕事業 68 22.4 13 3.2 9 不明
計 219 91.1 90 28.3 59(65%) 12.7(50%)

2019年度の応募数は平均2倍強、
営繕事業は5倍弱の競争

予算はあるのに（毎年多額の前年度繰越⾦が発⽣しているのに)部局の応募提案を採
択しない。理由は不開⽰



2017年度東北⼤学総⻑裁量経費要求及び配分実態
(単位:億円、百万円以下切捨)

事業区分 応募数 応募額 採択数 配分額 理事・副学⻑担
当件数

理事・副学⻑担
当案件配分額

1）教育 37 12.8 11 7.4 3 3.4
2）研究 36 14.3 14 6.7 9 1.9
3）震災復興 15 0.9 6 0.4 6 0.4
4）産学連携 11 1.9 6 1.2 4 0.4
5）社会連携 14 1.1 8 0.7 7 0.6
8）⼤学経営 28 8.3 14 5.6 13 4.1
6）キャンパス環境 19 7.9 6 5.7 4 5.4
7）営繕事業 73 27.4 12 3.8 6 不明
計 233 75.1 77 31.8 52(67%) 16.2（58%）

総⻑裁量経費担当部局の過半は理事/副学⻑総⻑裁量経費担当部局の過半は理事/副学⻑

理事・副学⻑が担当する案件が多数あるが、現実に当該の案件を執⾏している部局、
研究者、事務職員(事務部⾨)が誰(あるいは何処)なのか全く不明。情報開⽰がない



右：採択された営繕事業12件

2017年度東北⼤学総⻑裁量経費要求及び配分実態
(単位:億円、百万円以下切捨)

事業区分 応募数 応募額 採択数 配分
額

理事・
副学⻑
担当件
数

理事・副
学⻑担当
案件配分
額

1）教育 37 12.8 11 7.4 3 3.4
2）研究 36 14.3 14 6.7 9 1.9
3）震災復
興 15 0.9 6 0.4 6 0.4
4）産学連
携 11 1.9 6 1.2 4 0.4
5）社会連
携 14 1.1 8 0.7 7 0.6
8）⼤学経
営 28 8.3 14 5.6 13 4.1
6）キャン
パス環境 19 7.9 6 5.7 4 5.4
7）営繕事
業 73 27.4 12 3.8 6 不明

計 233 75.1 77 31.8 52(67
%)

16.2
（58%）



2019年度東北⼤学総⻑裁量経費要求及び配分実態(単位:億
円、百万円以下切捨)

事業区分 応募数 応募
額

採択
数

配分額
(決算)

理事・
副学⻑
担当件
数

理事・副
学⻑担当
案件配分
額

1）教育 44 30.2 16 9.8 7 4.5
2）研究 28 10.9 16 6.2 11 1.5
3）産学
共創 7 4.0 6 1.5 4 0.9
4）社会
連携 25 1.5 14 0.8 9 0.4
5）⼤学
経営 45 21.7 25 6.8 19 5.44
6）営繕
事業 68 22.4 13 3.2 9 不明

計 219 91.1 90 28.3 59
65%

12.7
50%

右：採択された営繕事業13件



2018(平成30)年度 総⻑裁量経費研究費 決算 2019(令和元)年度 総⻑裁量経費研究費 決算

4年継続： 2年継続：



2020（令和2)年度 総⻑裁量経費研究費 決算
2021(令和3)年度 総⻑裁量経費研究費 予算(第Ⅰ回）
2021年4⽉30⽇ 部局⻑連絡会議

4年継続： 2年継続：



東北⼤の総⻑裁量経費⽀出にみられる諸問題
予算と呼ばれる収入総額と支出総額の差が14年平均で毎年18.0億円、最大が

30.2億円、最低でも9.5億円ある（2008～2021年、予算ベース2年含む)

差額は繰越金として処理されている。内容開示はごく一部

2年次分のサンプル調査だが、総長裁量経費申請案件は採択案件の2～3倍あり、

営繕事業などは5倍を超えていた。それも関わらず、予算執行を凍結し、繰り越す

理由が不明。

文科省への事業報告と学内の決算報告の数値が大きく乖離(文科省には「令和
元年度約76億円」と報告、決算では、予算総額42.6億円、支出総額は28.5億円、
繰越額は14.1億円)

相当数の採択案件の担当部局が理事または副学長になっていて、実際の事業

担当部局や担当者が不明

事業の採択及び継続基準が不透明



むすび
東北大学の総長裁量経費の運営実態を垣間見ると、各部局長が自前予

算の確保で厳しい状況に置かれているかがよく分かる。また総長や理事
に批判的対応を取ることが極めて困難であるのもわかる。

他方、日本金属学会編集委員会が、元会長ら六人の要請を受けて以前
の立場を考え直し、元総長の疑惑論文およびその元論文の両方を、科学
的根拠を公知して｢撤回｣に処した事実、齋藤、矢野名誉教授の会見、早
稲田名誉教授の論説等で、疑惑論文を本調査した四ツ柳委員会の運営
や結論の導き方が、委員会の議事録等に照らして大きな疑義がある事実
が判明している。これらは極めて重いものがある。なぜなら事柄が東北大
学の学術的信用の核心に関わるからである。

注：元調査委員会委員で、「問題あり」と主張されていた本間基文および久道茂の両氏は、
当該論文の撤回を踏まえて、2019年5月に、当時の研究担当理事に面会して再調査を要請
されている。

このような理由から、当該議事録の全面公開と疑惑の再調査という、こ
れら名誉教授の要請に東北大学の各部局長が率先して加わり、大野総長
と小谷担当理事・副学長に申し入れていただけることを念願する。



参考 調査委員会議事録等の問題に関する論説記事（『⾦属』2021年7⽉号)
6⽉15⽇、齋藤⽂良、⽮野雅⽂両名誉教授が、県政記者会で記者らに説明され
た調査委員会議事録等の問題点が、実例を挙げて紹介されていると聞く。

明日（2021年6月25日)下
記タイトルの論説を収録し
た雑誌が発売される。

執筆者は早稲田嘉夫東
北大学名誉教授、日本金
属学の第54代会長。学会
の編集委員会宛てに再検
討を要請した 元会長ら六
人の一人。


